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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　ネパール園芸開発計画フェーズⅡは、平成４年11月12日に署名された討議議事録（R/D）に基

づき、ネパール山間地の農業経営の基盤強化、安定化を目的に、果樹栽培技術の開発、栽培果樹

作目の多様化、園芸技術者の訓練、確立した技術の先導的農家への普及などを行うプロジェクト

として、平成９年11月 11日まで５年間の予定で協力が行われてきました。

　プロジェクト協力期間の終了を４か月後に控え、国際協力事業団は平成９年７月６日から７月

19日までの14日間、農林水産省果樹試験場企画連絡室室長 梶浦一郎氏を団長とする終了時評価

調査団を現地に派遣しました。同調査団は、ネパール側評価委員と合同評価チームを形成し、こ

れまでの活動実績などについて総合的な評価を行うとともに、今後取るべき措置について提言を

行いました。

　これらの評価結果は、合同評価チームによる討議を経て、合同評価報告書に取りまとめられ、署

名のうえ、プロジェクト合同委員会に提出されました。

　本報告書は、調査及び討議の結果を取りまとめたものであり、今後広く関係者に活用され、日

本・ネパール両国の親善及び国際協力の推進に寄与することを願うものです。

　最後に本調査の実施にあたり、ご協力頂いたネパール政府関係機関及び我が国関係各位に対し

御礼申し上げるとともに、当事業団の業務に対して今後とも一層のご支援をお願いする次第です。

　平成９年７月
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第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　ネパールでは絶対的貧困の撲滅を国家開発の最重要課題とし、平野部に比べて穀物生産が困難

かつ貧困度の高い山岳丘陵地帯では、食糧不足の解消、生活全般の向上を開発目標として、土地

に適した果樹、野菜など換金作物栽培の導入を中心に、開発を行おうとしている。

　この国家開発戦略に基づくネパール側の要請により、国際協力事業団（JICA）は1985年10月、

山岳丘陵地帯における果樹生産を開発・振興する目的で「ネパール園芸開発計画フェーズⅠ」を

開始した。同時に日本政府は、無償資金協力事業によりキルティプール園芸センターの敷地内に

「園芸研究・研修センター」を建設し、必要な機材を供与した。フェーズⅠプロジェクトは、同セ

ンター及びサブサイトにおいて、果樹栽培技術の開発とネパール人園芸技術者の訓練を行い、1990

年に当初設定された目標をほぼ達成して終了した。

　フェーズⅠ協力終了後の1991年、ネパール政府は「国家園芸開発マスタープラン」を策定した。

同プランは山岳丘陵地における果樹生産の振興、果樹市場の整備などを柱としている。ネパール

政府はこのマスタープランに沿って、さらなる果樹栽培技術の開発、栽培果樹作目の多様化、園

芸技術者の訓練、確立した技術の主要農家への普及などを行うプロジェクトを計画し、我が国に

技術協力を求めてきた。

　これを受けて JICAは「ネパール園芸開発計画フェーズⅡ」の技術協力を1992年 11月 12日か

ら５年間の予定で開始した。

　本プロジェクトの主要活動は①カンキツ（ジュナール、スンタラ）、ブドウ、クリの栽培技術の

さらなる開発、②ニホンナシ、ニホンカキの栽培技術の導入、③園芸用器具の適切な製造技術の

移転、④長期研修、短期研修による園芸技術者、モデル農民の訓練、⑤開発した技術のデモファー

ム、巡回指導による普及、などである。

　このたび、フェーズⅡ協力終了を４か月後に控えて、以下の調査・評価を行う目的で評価調査

団が派遣された。

(1) 当初の討議議事録（Record of Discussions: R/D）で設定され、中間評価で見直されたプロ

ジェクト目標の達成度を調査する。

(2) プロジェクト終了後の本プロジェクトの持続性を調査する。

(3) 具体的な効果が発現しているなら、どのような効果がどのような対象に対して生み出され

たのか、調査する。

(4) 当初予定のとおり、日本の協力を終了することが妥当かどうか、検討する。



－2－

１－２　調査団の構成

　（担当）　　　　　　（氏名）　　　　（所属）

　総括　　　　　　　梶浦　一郎　　農林水産省果樹試験場企画連絡室室長

　果樹栽培技術　　　今田　　準　　農林水産省果樹試験場カキブドウ支場病害研究室室長

　研修・普及　　　　溝淵　誠郎　　元高知県農林水産部副部長

　計画評価・調整　　向井　一朗　　国際協力事業団農業開発協力部畜産園芸課課長代理

１－３　調査日程

　調査期間：1997年７月６日～７月19日

１－４　主要面談者

　Mr. S. N. Upadhaya 農業省次官

　Mr. T. B. Shrestha 農業省農業局局長

　Mr. S. S. Shrestha 農業省農業局副局長

　Mr. T. B. Thapa 農業省農業局副局長

　Mr. R. D. Shahi キルティプール園芸センター所長

　Mr. B. P. Upadhyay 農業省農業局植物保護課課長（評価委員）

日順 月日（曜） 移動及び業務
１ ７月６日（日） 羽田→関西空港

関西空港→カトマンズ
２ 　　７日（月） JICAネパール事務所打合せ、在ネパール日本大使館表敬

外務省、農業省表敬
３ 　　８日（火） 第１回合同評価委員会

園芸局長表敬
４ 　　９日（水） プロジェクト専門家との協議
５ 　　10 日（木） 合同評価１（プロジェクト発表）
６ 　　11 日（金） 合同評価２（キルティプール園芸研究・研修センター、圃場見学）

合同評価３（個別インタビュー）
７ 　　12 日（土） 資料整理
８ 　　13 日（日） 日本側メンバーによるデモファーム視察
９ 　　14 日（月） 合同評価４（デモファーム、農家視察）
10 　　15 日（火） 評価報告書作成
11 　　16 日（水） 農業局への報告

第２回合同評価委員会
12 　　17 日（木） 農業省次官報告

合同委員会（報告書発表）
合同委員会ミニッツ署名・交換
在ネパール日本大使館及び JICAネパール事務所報告

13 　　18 日（金） カトマンズ→バンコク
バンコク→

14 　　19 日（土） →成田着
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　Mr. G. P. Shrestha 農業省農業局果樹開発課（評価委員）

　Mr. P. L. Shrestha 農業省農業局中央農業研修センター訓練員（評価委員）

　Mr. R. Adhikari 農業省農業局計画課（評価委員）

１－５　評価の方法

(1) 合同評価

　本評価は、日本側・ネパール側双方の「合同評価委員会」を構成し、合同評価形式で実施し

た。合同評価委員会は、日本側、ネパール側同数の委員を選定し、ネパール側の代表者を委員

長として構成した。評価の成果品である評価報告書は英文で作成し、評価の結果をプロジェク

ト合同委員会へ提出した。

　合同評価委員会の構成は以下のとおりである。

１）日本側委員

①団長 梶浦　一郎 農林水産省果樹試験場企画連絡室室長

②果樹栽培 今田　　準 農林水産省果樹試験場カキブドウ支場病害研究室室長

③研修・普及 溝淵　誠郎 元高知県農林水産部副部長

④計画評価　 向井　一朗 国際協力事業団農業開発協力部畜産園芸課課長代理

２）ネパール側委員

①団長 B. P. Upadhaya 農業省農業局植物保護課課長

②果樹栽培 G. P. Shrestha 農業省農業局果樹開発課

③研修・普及 P. L. Shrestha 農業省農業局中央農業研修センター訓練員

④計画評価 R. Adhikari 農業省農業局計画課

(2) 評価項目

　以下の評価項目について評価を実施し、評価５項目（①目標達成度、②実施の効率性、③効

果、④計画の妥当性、⑤自立発展の見通し）に沿って評価結果を取りまとめた。

１）目標達成度：当初目標が達成されたか否か、達成されなければその理由

①上位計画との整合性

②案件目標の達成状況

③成果目標の達成状況

④投入目標の達成状況

⑤目標達成あるいは未達成の理由

２）案件効果の発現状況

①プロジェクト実施による効果の内容（技術的、制度的、経済的、社会文化的、環境的効果
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など）

②効果の広がり及び受益者の範囲（プロジェクト、セクター、地域、国家の各レベル）

３）プロジェクト自立発展の見通し

①組織的自立発展の見通し

②財務的自立発展の見通し

③物的・技術的自立発展の見通し

④その他運営管理上の制約要因

４）取るべき措置

①協力期間延長の要否

②延長時の協力内容と方法

５）教訓・提言など

(3) 評価の手順

　評価調査の手順は以下のとおり。

１）第1回合同評価委員会の開催

　合同評価委員会の顔合わせ、評価作業の分担、手順の協議。

２）合同評価

①資料調査：プロジェクトから資料を提出させ、その資料を調査して面談調査の質問事項を

決定した。資料はネパール側カウンターパートに説明させた。

②面談調査：資料調査に基づいて決めた質問事項ごとに面談し質問した。

③実地調査（野外調査）：プロジェクトの現場（圃場、農家、実験室、ワークショップ）な

どを視察・調査した。

３）評価報告書作成

　合同評価の結果を双方の委員が協議しながら報告書に取りまとめた。

４）第２回合同評価委員会の開催

　合同評価報告書について最終確認し「合同委員会」での発表を準備した。

５）プロジェクト合同委員会出席

　プロジェクトの最高決定機関である合同委員会で評価結果を発表し、勧告を行った。
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第２章　要約第２章　要約第２章　要約第２章　要約第２章　要約

　本ネパール園芸開発計画フェーズⅡ終了時評価調査団は、ネパール側の評価チームと合同で終

了時評価調査を行い、結果を合同評価報告書に取りまとめて、プロジェクト合同委員会に報告し

た。合同評価報告書では、プロジェクトが所期の目的をほぼ達成したものの、ニホンナシやニホ

ンカキ栽培などの新規導入技術を移転するため、なお２年間のフォローアップ協力が必要である

ことを勧告した。

(1) 評価概要

　プロジェクトの目的は、そのほとんどが達成された。本プロジェクトは、詳細実施計画

（Detailed Implementation Plan: DIP）に基づいて、山岳丘陵地帯の果樹開発に適した技術

を①既存の農業省の普及制度の活用、②デモファーム、サブデモファームの設立、③重点分野

における長期研修、短期研修の実施　　の手法を通じて移転し、日本の果樹栽培管理技術がネ

パールにも適応可能であることを成功裏に示した。今後ネパール国内の必要な地域に対して、

開発された果樹栽培技術を普及するために、効果的かつ実績のあるこれら３方法を継続し、補

強し、活用することが強く求められる。

　本プロジェクトの主要な活動は恒久的組織に引き継がれる必要があるが、そのために、キル

ティプール園芸センターの能力、受容力が著しく増大していることを確認した。同センターの

活動範囲は、現在のネパール中央部地域に限らず、山岳丘陵地の園芸に係る同国の中心セン

ターとするよう、新たな機能を付与すべきである。

　しかしながら、特にニホンナシやニホンカキの栽培技術及び園芸器具製造管理など早急に取

り組むべき課題が残されていることも確認された。これらの技術に関して、ネパールの果樹専

門家は十分な技術力を持っていない。一方で、本プロジェクトにより導入され、高接ぎされた

品種は結実を始めたばかりであり、こられ品種の収穫、選果、収穫後処理技術を、今後２年以

内に集中的に導入することが重要である。これら新規導入技術の移転に関しては、今後２年間

のフォローアップ協力などにより解決を図る必要がある。

(2) フォローアップ協力の課題

１）ニホンナシに係る栽培技術（特に樹形管理・摘果技術）の移転

２）ニホンナシに係る果実収穫・処理技術の移転

３）上記技術に関するセンターでの長期・短期研修を通じての訓練

４）上記技術のデモファームでの普及

５）上記技術の農家巡回指導による普及
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６）プロジェクトで製造した農機具の品質管理

(3) フォローアップ協力への日本側投入

１）協力期間は２年間

２）果樹栽培「研修・普及」分野の長期専門家の派遣

３）ニホンナシ収穫技術に係る短期専門家２名程度の派遣（圃場管理業務１名及び収穫指導開

発１名）

４）ニホンナシ樹形管理技術に係る短期専門家１名程度

５）農機具品質管理に係る短期専門家１名程度

６）機材供与は、スペアパーツなど最小限にとどめる

７）ローカルコスト負担として啓蒙普及活動費の支給に配慮する

(4) 今後のネパール側の課題

１）プロジェクト臨時組織のキルティプール園芸センターへの移管

２）鍛冶技術者養成研修を除くプロジェクト活動（特にデモファーム維持、長期・短期研修、

農家巡回指導）の継承、維持、強化

３）プロジェクト運営予算のネパール側による確保

４）キルティプールセンター活動対象の全国の山岳丘陵地帯への拡大

５）農業機材維持管理に係るアシスタントカウンターパートの常勤化

６）自主的な今後の果樹開発計画の策定

(5) 総括

　園芸開発計画への協力は果樹栽培技術の導入、デモファーム農家へのそれら技術の定着を

もって終了とする。高品質果樹の生産技術の定着後は、市場開発、農民の組織化の促進などの

課題が考えられるが、これらについては今後ネパール側の自主的な開発課題の選定、開発計画

の策定を促すとともに、園芸開発とはまったく別個の協力案件としての可能性を検討するよう

提言する。

(6) 所感

１）ネパール側政府機関の対応

　農業局では本案件を、今後の山岳丘陵地帯における果樹生産の増大の礎として高く評価し

ている。また、農業局長自らが調査団の農家視察に１日同行するなど、日本側への協力継続

の期待は大きいと思われる。ただし、ネパール側では本案件終了後の果樹開発について具体
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的な計画を持っておらず、今後ネパール側による具体的な果樹開発課題の選定、計画策定が

強く望まれる。

２）果樹栽培農家の対応

　調査団の視察したデモファームでは、農家の果樹栽培に係る新品種、新技術導入の意欲が

非常に高く、またプロジェクトの指導により圃場が管理されている。また、本強力により導

入した果樹が一部結実しはじめており、今後のフォローアップ強力によって、デモファーム

レベルでは果樹栽培技術が定着し、今後地域への果樹栽培技術の広がりの核となることが期

待される。

３）今後の日本側の対応

　フォローアップ協力終了後の果樹分野での課題は、農民の組織化などであり、果樹分野の

専門家による技術移転にはなじみにくい。そこで今後は、果樹栽培技術普及分野で青年海外

協力隊など、プロジェクト方式技術協力以外のスキームによる、農民に近いレベルでの協力

の検討も必要かと考える。
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第３章　調査第３章　調査第３章　調査第３章　調査第３章　調査・・・・・評価結果評価結果評価結果評価結果評価結果

３－１　プロジェクトの投入実績

　日本側・ネパール側双方による投入実績を、資料２の合同評価報告書ANNEX IIに示す。

(1) 日本側投入実績

　日本側からは、討議議事録（R/D）に基づき、専任チームリーダー、調整員を含む６分野の

長期専門家が派遣された。チームリーダー、カンキツ、農業機械分野の専門家は、プロジェク

ト期間５年間を通じて同一人物が派遣され、プロジェクト指導の一貫性を高めた。また、落葉

果樹分野の専門家は、最初の専門家が派遣後すぐに健康上の理由で帰国し、約１年間の長期専

門家不在期間があったが、この間に、４名の落葉果樹分野短期専門家が派遣され、技術移転活

動に支障を生じなかった。一方、普及分野については、プロジェクト期間内に、健康上の理由

で任期を全うできなかった専門家が２名続いた。

　評価調査の時点で16名の研修員を受け入れ、約9500万円の機材が供与された。

　プロジェクトによる研修活動の２本柱である長期研修と短期研修のうち、長期研修に関して

は、日本側の経費負担で行われ、32名が研修を修了した。

(2) ネパール側投入実績

　ネパール側では他のプロジェクト同様、本プロジェクトは、プロジェクト実施のための臨時

の組織により実施された。カウンターパートの配置に関して、特にプロジェクトの前半１年の

間にプロジェクトマネージャーが４名交代したのをはじめカウンターパートの継続勤務、定着

に問題があったが、プロジェクト後半には、カウンターパートも既存の組織であるキルティ

プール園芸センターとの兼務者で占められ、激しい人事異動も抑えられ、プロジェクトが大き

な成果をあげる要因となった。

　ネパール側は、決して容易ではない財政事情のなか、本プロジェクトに対し、最大限可能な予

算配分を行った。特に、第KR２援助見返り資金の活用を図り、1995/1996年の予算は1992/1993

年の２倍以上に伸びている。

３－２　計画の妥当性

(1) プロジェクトのデザイン

　ネパール政府の要請に応じて派遣されたJICAの３つの調査団、すなわち事前調査団、長期

調査員、実施協議調査団とネパール政府の間の協議により、プロジェクトのデザインが決定さ

れた。その結果、1992年 11月 12日に、討議議事録（R/D）が JICAとネパール政府農業省、
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大蔵省との間で署名された。

　プロジェクトのデザインに関する基本的合意事項はR/Dに、プロジェクト活動項目は暫定

実施計画（Tentative Schedule of Implementation: TSI）に、活動項目の詳細は詳細実施計

画（DIP）にそれぞれ記載されている。

　プロジェクトの活動開始後、JICAはプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）と

呼ばれる、プロジェクト管理、評価のための新しい方法を導入した。1985年10月に派遣され

た中間評価調査団との協議の結果、ネパール政府は、当初の「プロジェクトの目的」を、「上

位目標」と「プロジェクト目標」に分離することに合意した。

　「上位目標」は「ネパールの丘陵地域の果樹生産の開発」であり、「プロジェクト目標」は

「丘陵地域における果樹生産振興に係る普及を含めた技術の向上」である。

(2) 上記計画との整合性

　本プロジェクトは、1991年にアジア開発銀行（ADB）の協力でネパール政府の作成した「国

家園芸開発マスタープラン」に沿って策定された。本マスタープランでは、山間傾斜地の果樹

栽培の振興、多様化及び市場の開発を主要開発課題としている。

　現在では、1995 年から 2015 年までの農業開発を描いた「農業将来計画」（Agricultural

Perspective Plan: APP）が農業分野の最重要開発計画である。本計画では、山間傾斜地の果

樹栽培をはじめとする換金作物の栽培を振興するとしており、本プロジェクトの計画は、現在

でも国家レベルの農業開発計画と整合性を持っている。

　また、現在準備中の第９次５か年計画も「農業将来計画」に沿って作成されており、この点

でも計画の妥当性はあったと評価できる。

３－３　プロジェクトの達成度

(1) 概況

　プロジェクトの目的は、そのほとんどがよく達成された。本プロジェクトは詳細実施計画に

基づき、日本の果樹栽培管理技術がネパールにも適応可能であることを成功裏に示し、山岳丘

陵地帯の果樹開発に適した技術を、① 既存の農業省の普及制度の活用、② デモファーム、サ

ブデモファームの設立、③ 重点分野における長期研修、短期研修の実施　　という主要な手

法を通じて移転したと評価できる。

　一方、ニホンナシやニホンカキの栽培技術及び園芸器具製造品質管理など、早急に取り組む

べき課題が残されていることも確認された。
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(2) 各分野別達成度

１）果樹栽培

①ナシ

(a) 優良品種の選抜

　約100系統の在来種についての調査の結果、在来種間の遺伝的変異は小さく、実用的

には単一系統と判定され、これらのなかから９系統が優良系統として選抜された。日本

からの導入品種のなかでは、幸水、豊水が在来種との交配親和性に問題がなく、果実品

種も良好で、ネパール人の嗜好にもあい、新興や晩三吉に比べて収穫期が早いためミバ

エの被害を受けにくい、などの観点から、ネパールにとって適正な導入品種として選抜

された。今後、収穫果実のグレーディング（果実の大小や品等による選別）やパッキン

グなどの市場出荷技術の開発が必要である。以上のとおり本課題の到達目標は達成され

た。

(b) 苗木の増殖技術

　台木の効率的な育成法として挿し木繁殖が優れていることが明らかにされ、ファルピ

ンナシと野生種（Mayal）が優良台木の候補として選抜された。これらの在来種は60～

65％とほぼ満足できる挿し木活着率を示し、また、日本からの導入品種との接ぎ木親和

性も優れていることが確認された。現在、ファルピンナシを含めた在来４種に対する台

木適応性の確認試験が継続中であり、協力期間終了後も継続調査が必要である。しかし

ながら、この調査方法については既に技術移転が完了しており、また、本試験は長期間

を要することから、今後、ネパール側による継続調査が必要である。

(c) 樹体管理技術

　定植した苗木の幼木期～結実開始期までの経過から、また、台風の襲来がないこと、

資材の節約などの観点からも、整技法として開心形立木仕立てが適切と判断された。

今後、成木期に至るまでの樹形及び結実管理技術の移転が重要な課題として残る。

　ニホンナシ品種の高接ぎ更新樹の樹形管理も開心形とする方法が適切と判断された

が、1997年が初成りであるため、今後、着果管理も含めた樹形管理技術の移転も残さ

れた課題である。

　また、成熟前の果実の早取りが行われる傾向にあることから、収穫適期の判定も今

後の課題であり、この技術の農家への移転も必要である。

(d) 土壌及び樹体栄養

　デモフォーム及びキルディプール園芸センターの土壌を対象に pH、各種塩基、物理

性について調査し、それぞれの土壌の基礎データを得た。また、有機物による肥培管理

のための施肥基準を栽培暦に設定した。以上のとおり本課題の到達目標は達成されたも
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のとみなされた。

(e) 病害虫防除と鳥害対策

　病害虫の発生調査により、主要病害虫の種類、発生状況がほぼ判明し、これらの防除

に関しては、現地で調達できる薬剤の散布の新聞紙、ネットを利用した果実の袋掛けに

よってほぼ解決されている。防除暦の作成や一般農家への袋掛けの必要性の徹底が課題

として残っている。鳥害に関しては、防鳥網以外に有効な対策はないと考えられ、現地

での防鳥網調達の可能性の調査や、これ以外の方法の検討が課題として残っている。以

上の残された課題については協力期間終了までにはすべて完了する予定である。

②ブドウ

(a) 優良品種の選抜

　日本から導入した10品種のうち、果実品質、栽培特性、消費嗜好などの調査から、ヒ

ムロッド、スチューベン、巨峰、マスカット、ベーリーＡが試験レベルで栽培可能であ

ることが明らかになった。しかしながら、農家レベルではとりわけ巨峰で果実品種にバ

ラツキがみられることから、協力期間終了後も研修の継続による栽培技術の移転が必要

と思われる。

(b) 苗木の増殖技術

　導入した５種類の台木品種のうち、SO4と5BBが適正台木として選ばれた。苗木の大

量生産のための接ぎ技術として、４種類の接ぎ木法が検討された結果、緑技接ぎ法が最

も適していることが明らかになった。苗木畑において黒とう病の多発生がみられること

から、挿し木のための挿し穂や接ぎ木のための接ぎ穂は必ず無病樹由来のものを使うこ

とを徹底する必要がある。

(c) 病害虫防除及び鳥害対策

　病害虫の発生調査により、主要病害虫の種類、発生状況がほぼ判明し、これに基づい

た防除暦が作成された。農薬に頼らない耕種的防除法として、剪定による伝染源の除

去、袋掛けによる防除、早期休眠打破により黒とう病の主感染時期を避けるための石灰

窒素処理が検討され、いずれも一定の効果を認めている。鳥害についてはナシと同様で

ある。以上のとおり本課題の目標はほぼ達成されたとみなされた。

③カキ

(a) 優良品種の選抜

　すべてが渋柿である在来種のなかから 1 0 月に成熟する２種類の晩生種（Teku、

Dhauraと命名）が優良品種として選抜された。フェーズⅠで日本から導入された渋柿

のうち、平核無と堂上蜂屋が有望であることが明らかになった。フェーズⅡで導入され

た５種の甘柿のうち、富有と次郎がデモファームで1996年から結実を開始し、他品種
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は1997年が初成りの状態にあり、プロジェクト終了後も２～３年はこれらの品種の適

応性検定を継続する必要がある。

(b) 苗木の増殖技術

　台木としては在来種の実生苗、接ぎ木法は居接ぎ、接ぎ木時期は発芽初期が適切と判

断された。苗木定植後の植え傷みによる発育遅延が問題として残っているが、対策を講

じるため素焼鉢や麻袋を用いた台木の育成試験が開始されており、今後、ネパール側に

よるさらなる工夫を凝らした克服が期待される。

(c) 樹体管理技術

　在来種に数種の雄花着生樹があり、これらが受粉樹として利用できること、また、訪

花昆虫による授粉により着果が確保されることが明らかになった。

　以上のとおり授粉樹導入による着果調整という本課題の目的は達成された。

(d) 土壌及び樹体栄養

　デモファーム及びキルティプールセンターの土壌を対象に pH、各種塩基、物理性に

ついて調査し、それぞれの土壌の基礎データを得た。冬期における堆肥の多量施用と土

壌乾燥防止のための灌水の必要性が確認された。自給肥料をベースとした施肥法の確立

という本課題の目標は一応達成されたものとみなされた。

(e) 病害虫防除及び鳥害対策

　病害虫の発生調査により、主要病害虫の種類、発生状況が判明した。また、収穫期の

鳥害も重要となることが予想される。防除暦が作成され、本課題の所期の目的は達成さ

れたものとみなされた。

(f) 収穫・貯蔵

　導入品種の収穫適期が把握されるとともに、農家が実施可能な渋柿の簡易脱渋法（地

元産蒸留酒、48時間処理）が確立された。

④クリ

(a) 苗木の増殖技術

　台木としては日本品種の実生苗、接ぎ木法としては春期の居接ぎが適していた。

(b) 貯蔵

　種子の貯蔵法としては、常温貯蔵は困難であり、水に浸漬した砂中での低温貯蔵が有

効であることが明らかになった。

　クリはフェーズⅠからの継続樹種であり、上述の２課題の成果の達成度が不十分で

あったが、フェーズⅡでほぼ解決された。しかしながら、栽培適地などについては長期

的な検討が必要と思われる。
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⑤カンキツ（ジュナール）

(a) 優良品種の選抜

　フェーズⅠで行われた 250 個体のなかから、１次及び２次の系統選抜の結果、Rai、

Koiralaの２系統が有望品種として選抜された。

(b) 苗木の増殖技術

　カラタチ、トロイヤシトレンジ、ラフレモンが台木として適していることが確認され

た。苗木増殖用に毎年120～150kgのカラタチ種子が生産され、園芸研究・研修センター

を通じて民間の苗木業者に配布されている。

(c) 樹体管理技術

　間引き剪定と誘引による適正樹形の確立、適正な葉果比（60～70葉／果）による適

正着果の設定が行われた。

(d) 病害虫防除

　グリーニング病とウイルス病（カンキツトリステザウイルス）が最も重要であり、詳

細な発生生態の調査から、これらの散布防止対策が立てられている。今後はネパール側

による地道な対策の実行が強く望まれる。

(e) 収穫・貯蔵

　３年間にわたる継続調査により、収穫適期が把握された。また、市場調査の結果、収

穫果実を５段階（ＬＬ、Ｌ、Ｍ、Ｓ、ＳＳ）に分ける選果基準が作成された。新聞紙や

生松葉を利用した室温貯蔵により３月まで貯蔵できることから、本方法が山岳部に適し

た簡易貯蔵法であることが明らかにされている。

⑥カンキツ（スンタラ）

(a) 優良品種の選抜

　1993～1996年に570個体のなかから60個体が１次選抜され、現在、２次選抜が行わ

れている。また、これまでの未調査地域については、協力期間内に日本人専門家による

調査が予定されている。

(b) 苗木の増殖技術

　カラタチとSeti Jyamir（ネパール産ラフレモン）が台木として適していることが確

認された。

(c) 樹体管理技術

　幼木時の支柱誘引、間引き剪定、成木時の誘引による適正樹形の確立、適正な葉果比

（100～ 110葉／果）による適正着果の設定が行われた。

(d) 病害虫防除

　ジュナールと同じ。
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(e) 収穫・貯蔵

　ジュナールと同じ。

　以上、カンキツにおける課題の到達目標は、フェーズⅠからの地道な努力の積み重ねに

よりウイルス病、グリーニング病対策を除いてすべて達成された。ウイルス病、グリーニ

ング病対策については、生物学的診断法、血清学的診断法（エライザ法）、ウイルスフリー

苗の作出方法などの技術移転は既に完了しており、残された課題とはしないと結論した。

２）研修普及分野

　研修分野では、長期研修と短期研修の２種類の研修が実施され、普及分野では、展示農場

（デモファーム、サブデモファーム）の設置、巡回指導などを行った。

　普及・研修分野の最も大きな成果は、プロジェクトが新しく導入した２つの普及・研修手

法、すなわち展示農場（デモファーム、サブデモファーム）の設置とこれを利用した果樹技

術の開発、実証、展示、普及及び長期・短期研修の実施が、農業省の既存の普及制度に加わ

り、三位一体システムとしてネパールに定着し、今後の果樹技術の開発、普及が円滑に行わ

れる体制が整った点である。

①研修

　長期研修は、普及員（JT/JTA）を対象として１年間、園芸研究・研修センターで研修

を行うもので、４期32名が研修を修了した。この長期研修では、果樹の改良栽培技術、展

示農場運営、普及技術、高品位果樹生産、果樹保護対策、果樹の収穫後処理技術などにつ

いて研修を実施した。

　短期研修は、先導的農民、展示農場主、苗木農家、普及員などを対象として、特定の課

題について３日間から１週間の研修を園芸研究・研修センターで実施した。評価調査団派

遣時点では、2183名の研修が修了し、農家への果樹栽培技術の普及、定着に大きな貢献が

あった。

②普及

　普及は、展示農場（デモファーム、サブデモファーム）の設置、巡回指導のほか、セミ

ナー実施や、マニュアル発行を行った。

　展示農場については、９か所のデモファームと３か所のサブデモファームを設置し、新

しい果樹栽培技術を展示し、また近辺の農民を訓練する場として活用された。また、プロ

ジェクトで導入された果樹を普及するために、苗木生産農家が、プロジェクトの支援によ

り設定された。

　セミナーは、1995年2月に３日間実施され、ネパール全土から64名の果樹技術者が参

加し、プロジェクトの概要、プロジェクトにより導入された新技術の紹介を行った。この

セミナーは新技術の紹介には非常に有用な手段であり、今後ともセミナーを実施していく
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ことが推奨される。

③今後の課題

　本分野の今後の課題としては、以下が考えられる。

　プロジェクトによるナシ、ブドウが1996年あたりから販売されており、現地のものに

比較してきわめて高価である。年々生産が増大すると思われるが、この価格を維持できる

かどうかが今後の課題のひとつと思われる。今後の課題のなかでは栽培技術の高位平準化

が大きな課題になる。そのためには小規模ながら目的研究集団がデモファームを中心に形

成されるべきであり、農業者にも目的研究集団ができればよいと思う。これができれば品

質の統一ができる。また、売り手市場を維持するための組織化が重要である。デモファー

ムを中心として小規模なこれら３者の研究集団を組織化することを、ネパール側に提案し

た。

　限られた生産手段、悪い輸送事情、限られた農地規模なので、小規模ながら現在の高水

準の個性的産地を維持することが課題と思われる。

　普及では、技術力もまだ十分ではないが、今後はこれに加えて農家の経営管理を指導で

きる普及員が重要になると思われる。園芸研究・研修センターを中心に、普及員の部門別

研修を行っていくべきだと伝えてきた。

３）農業機械分野

　農業機械整備については、技術移転も順調に進行し、ネパール側スタッフのみで、供与し

た機材・車両類の維持管理が行えるようになっている。

　過去に供与した機材も非常に良好な状況で維持管理されている。

　農器具製作では、鍛冶技術者を対象に、農器具の作成技術が移転された。この分野では、

貨車のスプリング廃材など、現地で容易にしかも安価に入手できる材料を利用して、農器具

を作成する技術が移転された。プロジェクトで技術移転を受けた鍛冶技術者が作成する農器

具には個人記号が刻印され、今後農家などから器具改良の要望があった場合に、作製者が対

応できるような体制がとられている。本プロジェクトで作製した農器具は、市中の農器具販

売店でも販売されており、輸入品と遜色のない品質でかつ輸入品よりは安価で販売できるた

め、多くの注文が寄せられている。

　今後は、農器具作製分野において、品質管理の確立が必要とされている。

３－４　プロジェクトの効果

　プロジェクトの効果についてプラスの効果は以下のとおり測定されたが、マイナス効果につい

ては、顕著なものを発見することはできなかった。
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(1) 技術面での効果

１）プロジェクトにより導入された新しい果樹栽培技術が、農家に普及され、農民によって、

従来からある果樹栽培へも適用され、従来作物の栽培技術も向上した（セクターレベル）。

２）従来、メイズ単作型の農業が主流であった農民に、果樹栽培の間作物として、チリ、大

豆、トマト、菜の花などが導入され、農民の農作物が多様化された（セクターレベル）。

(2) 制度面での効果

１）プロジェクトによる巡回指導、研修の実施により農業省の農業普及員、果樹技術者が、農

家を巡回指導する回数が顕著に増加した（プロジェクトレベル）。

２）プロジェクトによりカンキツのグリーニング病とその媒介昆虫が明確になったことによ

り、植物防疫が強化された（セクター、マクロレベル）。

３）グリーニング病の解明により、グリーニング病予防のため、カンキツ栽培制限区域が設け

られた（セクター、マクロレベル）。

(3) 経済面での効果

１）プロジェクトにより果樹を導入した展示農場では、果樹栽培により単位面積当たりの収入

がプロジェクト開始前に比べて顕著に増加した（プロジェクトレベル）。

２）プロジェクトにより導入した果樹を栽培した農家で、導入した果実が結実しはじめ、農家

の収入は顕著に増大した（セクターレベル）。

３）果樹のみならず、間作物の多様化により農民の農業基盤が強化され、また、これらによっ

て農家収入が向上した（セクターレベル）。

４）多くの果樹販売店では、プロジェクトで導入した果実を販売することに大きな興味を示し

ている（セクターレベル）。

(4) 社会文化面での効果

１）展示農場での訓練、指導活動を通じて、農家間のコミュニケーションが促進された（リー

ジョナルレベル）。

２）シンズリ地区のジュナール農家では、農民組織による販売活動が始まっている（セクター

レベル）。

３）園芸研究・研修センター、展示農場周辺の農民で、プロジェクトの紹介した果実を知った

者のなかに、果樹栽培をより大規模に行いたいと興味を持つ者がいる（リージョナルレベ

ル）。
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(5) 環境面での効果

１）グリーニング病の汚染地域が確定され、それによってグリーニング病の発生が抑えられる

ようになった（セクター、マクロレベル）。

２）病害虫防除のためにいくつかの農薬がプロジェクトを通じて導入された。農薬使用に関し

ては十分な指導を行ったので、環境への影響は最小限に抑えられると考えられる（プロジェ

クト、リージョナルレベル）。

３）農薬と並行して、環境負荷の少ない虫害防除技術（フェロモントラップなど）が導入され

た（プロジェクト、リージョナルレベル）。

(6) その他の効果

　プロジェクトが導入した果樹栽培には、従来農業により多くの労働力が必要とされ、雇用機

会の創出に貢献した。これは、貧困撲滅にも貢献する効果である（セクターレベル）。

３－５　プロジェクトの自立発展性

(1) 自立発展性

　プロジェクトの持続性について組織的自立発展の見込み、財政的自立発展の見込み、技術的

自立発展の見込みの３点から検討した。

　ネパールではプロジェクトを既存の恒久的組織で行う例が少なく、本プロジェクトも一時的

組織で実施された。しかし、幸い本プロジェクトはキルティプール園芸センター敷地内に設置

され、カウンターパートも同センターと兼務しており、プロジェクトを通じてセンター自体の

能力が著しく増大した。今後プロジェクトの活動を同センターに移して、吸収する形にするよ

う検討されている。現在キルティプール園芸センターは中央部地方農政局傘下の組織である

が、今後園芸開発に関して、ネパール全部、特に中山間地の国の中心センターとする方向で検

討されている。

　育成された人材はキルティプール園芸センター兼務であり、園芸センターに残っていく。

　機械保守管理、園芸器具作製など機材関連のパーマネントカウンターパートを置かず、アシ

スタントカウンターパートを置いていたが、徐々に恒久的な部署を作って、キルティプール園

芸センターに吸収する計画ができている。

　運営経費としては、現在デモファーム活動の一部、巡回指導の実施旅費、長期研修の実施に

関しては日本側の現地業務費で対応しているが、ネパール側もKR2見返り資金を活用しなが

ら、かなりの金額を投入している。プロジェクト終了後は日本側のローカルコストの負担がな

くなるが、60～80％に縮小はしても、現在ネパール側が負担している予算の範囲で活動が継

続可能と考えられる。ネパール側も最低限現在の予算レベルを維持したいと表明している。
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(2) 自立発展の予想される阻害要因

　以下の点が配慮されなけば、今後の自立発展が阻害されると予想される。このため、ネパー

ル政府、特に農業局が、今後注意深くこれらの点を考慮するよう要望した。

１）現在、キルティプール園芸センターは、その活動対象が、中部地区に限られているが、本

プロジェクトの成果を全国の山間地帯へ普及するためには、同センターの機能を今後、全国

山間傾斜地を対象としたものに、機能拡張していかなくてはならない。

２）現在、常勤カウンターパートの配置されていない農業機械分野のアシスタントカウンター

パートは、本プロジェクトを通じて、機材維持管理の技術を移転されている。プロジェク

ト終了後、プロジェクトの臨時組織がキルティプール園芸センターに移管される際に、新規

に機材維持管理分野の常勤ポストを創設し、これらアシスタントカウンターパートを継続的

に確保していくことが重要である。

３）本プロジェクトを通じて開発された成果を発展させるため、農業省の他の部局、特に園芸

開発課、農業研究会議（Nepal Agricultural Research Council: NARC）が本センターと

密接に連携協力し、本プロジェクトの成果の持続発展、普及に協力していくことが重要であ

る。
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第４章　結論と提言第４章　結論と提言第４章　結論と提言第４章　結論と提言第４章　結論と提言

４－１　評価結果の総括

　プロジェクトの目的は、そのほとんどが達成された。本プロジェクトは詳細実施計画に基づき、

日本の果樹栽培管理技術がネパールにも適応可能であることを成功裏に示し、山岳丘陵地帯の果

樹開発に適した技術を以下の主要な手法を通じて移転した。

　・既存の農業省の普及制度の活用

　・デモファーム及びサブデモファームの設立

　・重点分野における長期研修、短期研修の実施

　今後ネパール国内の必要な地域に対して、開発された果樹栽培技術を普及するために、効果的

かつ実績のある上記の３方法を継続し、補強し、活用することが強く求められる。

　また、キルティプール園芸センターの能力、受容力が本プロジェクトの主要な活動を徐々に引

く継ぐために著しく増大していることも確認された。

　しかしながら、特にニホンナシやニホンカキの栽培技術及び園芸器具製造品質管理など、早急

に取り組むべき課題が残っていることも確認された。これらの技術に関し、ネパールの果樹専門

家は十分な技術力を持っていない。一方、本プロジェクトによって導入され、高接ぎされた品種

は結実を始めたばかりであり、これらの品種について収穫、選果、収穫後処理技術を、今後２年

以内に集中的に導入することが重要である。

４－２　提言

　合同評価委員会は評価結果に基づき、ネパール政府に対し、プロジェクトの今後の持続発展を

図るため、以下の措置を取ることを勧告した。

(1) プロジェクト終了後、その活動を、恒久的な組織を設立して引き継ぐ必要がある。キルティ

プール園芸センターは、ネパールの山岳丘陵地に対する本プロジェクトの活動を引き継ぐのに

十分な能力を持っていると思われる。

　しかしながら、現在、キルティプール園芸センターの活動対象は中央部地方に限定されてい

る。ネパール政府は、同センターの活動対象がネパール全土に及ぶように新たなシステムを作

る必要がある。同センターは、山岳丘陵地の園芸に係る国の中心センターとなるべきである。

(2) 本プロジェクトの成果と持続的効果を認識するためには、キルティプール園芸センターと

農業省の他の技術部門やネパール農業研究会議との相互理解が非常に重要である。このための

適切な仕組みづくりが要望される。
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(3) 同様に、主要な分野においてプロジェクトを通じて育成された有能な人材を今後、恒久的

に雇用すべく、ポストの用意と任用が必要がある。

(4) 現在、デモファーム活動の維持、巡回指導の実施、長期研修の実施などプロジェクト運営

費の一部がJICA側により負担されている。本プロジェクト協力期間終了後、ネパール政府は

それらの経費を負担する必要がある。このような状況にかんがみ、ネパール政府は、双方の協

力によりプロジェクトで達成された成果を維持するために、最低限現在のレベルの経費負担を

継続しなくてはならない。

(5) ネパール政府は、本プロジェクトによって整備された施設及びカウンターパートをそのま

ま保持する必要がある。これらのカウンターパートには、現在臨時雇用の身分となっているア

シスタントカウンターパートも含まれるべきである。

４－３　プロジェクトの将来展望

　農業将来計画（Agriculture Perspective Plan: APP）の概要に沿った長期の園芸開発を展望す

れば、今後の開発の重点はより一層山岳丘陵地に集中する必要がある。本プロジェクトの現時点

での成功は、今後類似の対象地に成果を拡大することによって、非常に実のあるものになる。

　この観点から、ネパール政府は今後APPの目標に合致したプロジェクトの概念を形成し、日本・

ネパール間の二国協力の可能性を模索すべきである。本プロジェクトの成果を持続するため、ネ

パール政府は、本プロジェクトにより導入された手法、デモファーム、サブデモファーム、園芸

センターにおける長期・短期研修を農業省の既存の普及制度と組み合わせ、農場経営・市場・農

民組織化・技術普及などを包括したより具体的かつ総合的な園芸開発計画を策定することが望ま

しい。

　また、本プロジェクトを通じて増大した、キルティプール園芸センターの能力、受容力が、本

プロジェクトの主要な活動を引き継ぎ継続するために、維持されることが望ましい。
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第５章　現行協力期間終了後の対応第５章　現行協力期間終了後の対応第５章　現行協力期間終了後の対応第５章　現行協力期間終了後の対応第５章　現行協力期間終了後の対応

５－１　フォローアップ協力

　調査団の調査結果として、現在デモファームレベルでようやく定着しつつある落葉果樹につい

て今後２年間程度、更に普及制度の活性化を図り、農家の栽培管理指導を継続するとともに、特

にニホンナシについて樹形剪定、収穫指導、収穫目標づくりを中心としたフォローアップ協力を

行うことを勧告する。

　その具体的協力内容については以下のとおりである。

(1) 長期専門家

　評価調査団では「普及・研修分野を中心に１名程度の長期専門家を派遣する」との結論で

あった。

　しかし、プロジェクト、JICAネパール事務所と JICA農業開発協力部が更に協議を重ねた

結果、プロジェクトの運営管理の見地から、プロジェクト活動の規模が縮小されるとはいえ、

技術指導のほか、プロジェクト終了後の体制づくり、各種の現地活動経費の処理、短期専門家

の受入体制づくりなど、従来プロジェクト管理部門としてリーダー、調整員が行っていた活動

を長期専門家が担う必要があり、これらの業務を考慮すると、長期専門家が技術指導に専念す

る時間が制限されるため、複数名体制での派遣としたい。

　検討の結果、以上の点に配慮して、果樹栽培分野１名、普及・研修分野１名の計２名の長期

専門家を派遣したい。

(2) 短期専門家

　短期専門家派遣期間中には、カウンターパート、関係農業技術員、デモファーム農民、鍛冶

技術者などの短期集中的な訓練を行うことにする。

１）落葉果樹収穫：３か月×２名程度

　圃場技術者１名と、研修者１名の組合せとする。

　圃場技術者は収穫及び収穫後処理技術を、研究者は収穫適期判定のための指標づくりを行

う。

２）落葉果樹剪定技術：２か月×１名程度

３）農機具作製管理：２か月×１名程度

　プロジェクトにおいて鍛冶技術者の養成は終了したが、カウンターパートが配置されなかっ

たため（鍛冶技術者はカーストの最下層で、政府の役人で鍛冶技術をカバーする人材はまった

くいない）、フォローアップ協力期間においてプロジェクトの長期研修を修了した９名の鍛冶
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技術者に対してブラッシュアップ研修を行う。

(3) 供与機材

　若干のスペアパーツ類を除いて機材供与予算は最小限に抑えるものとする。

(4) 現地業務費

　今後長期研修・短期研修に係る費用負担は原則的にネパール側に引き渡すが、専門家による

農家巡回指導など専門家の活動に直接関与する経費、また短期専門家派遣時の短期研修経費で

ネパール側が支弁の困難なものなど、専門家の本質的技術移転に必要な経費については、更に

啓蒙普及活動費などによる負担を行う必要があると思われる。

５－２　ネパール側への申入れ

　また、フォローアップ協力の開始にあたって、以下の点をネパール側に申し入れることを勧告

する。

(1) プロジェクトカウンターパート、アシスタントカウンターパートの継続配置

(2) フォローアップ協力で協力対象とならない活動分野は、キルティプール園芸センターがそ

の活動を担うこと。

(3) デモファーム維持管理、長期・短期研修、巡回指導に係るネパール側スタッフの費用をは

じめとするプロジェクト活動の維持に必要かつ適切な予算を確保すること。

(4) そのほか、プロジェクトの活動の維持発展、成果の普及に関する以下の事項について早急

に検討し、実現すること。

１）プロジェクト臨時組織のキルティプール園芸センターへの移管。

２）そのうえで、キルティプール園芸センターに中央地区のみならずネパール全土の丘陵地を

対象とした活動が展開できるような機能を付与する。

３）特に機材維持管理に係るアシスタントカウンターパートの常勤化

(5) 今後の果樹開発計画（市場開発、農民組織化など現在認識されている課題を中心として）に

ついて早急に具体的計画を立案し、必要な対策を講じる努力を行うこと。



資　　　　料資　　　　料資　　　　料資　　　　料資　　　　料

１　ミニッツ

２　合同評価報告書

３　着手報告書


























































































































































































	表紙
	序文
	プロジェクト位置図
	目次
	第１章 終了時評価調査団の派遣
	１ -１ 調査団派遣の経緯と目的
	１ -２ 調査団の構成
	１ -３ 調査日程
	１ -４ 主要面談者
	１ -５ 評価の方法

	第２章 要約
	第３章 調査・評価結果
	３ -１ プロジェクトの投入実績
	３ -２ 計画の妥当性
	３ -３ プロジェクトの達成度
	３ -４ プロジェクトの効果
	３ -５ プロジェクトの自立発展性

	第４章 結論と提言
	４ -１ 評価結果の総括
	４ -２ 提言
	４ -３ プロジェクトの将来展望

	第５章 現行協力期間終了後の対応
	５ -１ フォローアップ協力
	５ -２ ネパール側への申入れ

	資料
	１ ミニッツ
	２ 合同評価報告書
	３ 着手報告書


